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アジア経済法令ニュース No.22-15 

 添付法令資料 1： 韓国病原体資源の収集・管理及び活用促進に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国「民法典」総則編の適用に係る若干の問題に関する最高人民 

  法院の解釈（目次） 

 添付法令資料 3： 地方における大企業と零細・中小企業との間の投資分野における 

  パートナーシップ実施手続に関する 2022年2月10日付インドネシア 

  共和国投資調整庁長官／投資大臣規則 No. 1（目次） 

 添付法令資料 4： 投資法の若干の条項の細則を定め、施行を指導するベトナム政府の 

  議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 4 月 8 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 住民基本台帳法施行規則の一部を改正する省令（総務省令第 20 号） 

22.03.29 公布／22.04.01 施行 

2 金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（内閣府令第

20 号） 

22.03.29 公布／同日施行 

3 再生医療等の安全性の確保等に関する法律施行規則及び臨床研究法施行規則

の一部を改正する省令（厚生労働省令第 47 号） 

22.03.29 公布／22.04.01 施行 

4 肥料の登録の有効期間を更新した件（農林水産省告示第 648 号） 

22.03.29 公布 

5 民法第四百四条第五項の規定に基づき、令和五年四月一日から令和八年三月

三十一日までの期における基準割合を告示する件（法務省告示第 64 号） 

22.03.30 公布 

6 民事訴訟法第百三十二条の十第一項に規定する電子情報処理組織を用いてす

る民事訴訟手続及び行政事件訴訟手続における申立てその他の申述を取り扱

う裁判所を告示する件（最高裁判所告示第 3 号） 

22.03.30 公布／22.04.21 発効 

7 特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）（平成二十六

年特定個人情報保護委員会告示第五号）の一部を改正する件の一部を改正する

件（個人情報保護委員会告示第 4 号） 

22.03.30 公布／22.04.01 施行 

8 特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共

団体等編）（平成二十六年特定個人情報保護委員会告示第六号）の一部を改正

する件（個人情報保護委員会告示第 5 号） 

22.03.30 公布／22.04.01 施行 
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9 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 400 号ないし第

402 号） 

22.03.31 公布 

10 カジノ管理委員会事務局組織規則の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 26

号） 

22.03.31 公布／22.04.01 施行 

11 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則等の一部を改正する内閣府令

（内閣府令第 27 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 施行 

12 産業競争力強化法施行規則の一部を改正する命令（内閣府・総務省・財務省・

文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第

2 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 施行 

13 職業能力開発促進法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 55 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

14 医療法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 58 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

15 医療法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 63 号） 

22.03.31 公布／25.04.01 施行 

16 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規

則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 65 号） 

22.03.31 公布／同日施行 

17 医療法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 68 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 施行 

18 電気事業法施行規則等の一部を改正する等の省令（経済産業省令第 24 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 施行 

19 割賦販売法施行規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 36 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 施行 

20 特定個人情報保護評価に関する規則等の一部を改正する規則（個人情報保護

委員会規則第 3 号） 

22.03.31 公布 

21 放送受信者等の個人情報保護に関するガイドライン（個人情報保護委員会・

総務省告示第 1 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 適用 

22 郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン（個人情報保護委

員会・総務省告示第 2 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 適用 

23 信書便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン（個人情報保護

委員会・総務省告示第 3 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 適用 

24 電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（個人情報保護委

員会・総務省告示第 4 号） 

22.03.31 公布／22.04.01 適用 

25 所得税法等の一部を改正する法律（法律第 4 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 
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26 関税定率法等の一部を改正する法律（法律第 5 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

27 所得税法施行令の一部を改正する政令（政令第 136 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

28 法人税法施行令等の一部を改正する政令（政令第 137 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

29 消費税法施行令等の一部を改正する政令（政令第 139 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

30 所得税法施行規則の一部を改正する省令（財務省令第 13 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

31 法人税法施行規則等の一部を改正する省令（財務省令第 14 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

32 消費税法施行規則等の一部を改正する省令（財務省令第 18 号） 

22.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于进一步规范网络直播营利行为促进行业健康发展的意见 

22.03.25 公布 国家インターネット情報弁公室等 税総所得発[2022]25 号 

2 中华人民共和国最高人民法院与新加坡共和国最高法院关于法律查明问题的合

作谅解备忘录 

22.04.03 公布 最高人民法院公告／同日施行 

3 最高人民法院关于适用《中华人民共和国民事诉讼法》的解释 

22.04.01 公布 最高人民法院 法釈[2022]11 号／22.04.10 施行 

4 最高人民法院关于修改《最高人民法院关于适用〈中华人民共和国民事诉讼法〉

的解释》的决定 

22.04.01 公布 最高人民法院 法釈[2022]11 号／22.04.10 施行 

5 市场监管总局关于修订《中国标准创新贡献奖管理办法》的公告 

22.04.01 公布 国家市場監督・管理総局公告／同日施行 

6 国家知识产权局关于持续深化知识产权代理行业“蓝天”专项整治行动的通知 

22.03.25 公布 国家知的財産権局 国知発運函字[2022]46 号 

7 国家知识产权局关于发布第二批知识产权行政执法指导案例的通知 

22.03.29 公布 国家知的財産権局 国知発保字[2022]17 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于推出 2022年“我为纳税人缴费人办实事暨便民办税春风行动

2.0版”的通知 

22.03.31 公布 国家税務総局 税総納服函[2022]32 号 

2 关于进一步提高科技型中小企业研发费用税前加计扣除比例的公告 

22.03.23 公布 財政部 国家税務総局 科学技術部公告 2022 年第 16 号／

22.01.01 施行 
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第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦刑法典並びにロシア連邦刑事訴訟法典第31条及び第151条への変

更の導入に関する 2022 年 3 月 4 日付ロシア連邦法律 No.32-FZ 

公布の日から施行 

2 ロシア連邦租税法典への変更の導入に関する 2022 年 3 月 9 日付ロシア連邦

法律 No.47-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

3 ロシア連邦刑法典第 76.1 条への変更の導入に関する 2022 年 3 月 9 日付ロシ

ア連邦法律 No.49-FZ 

公布の日から施行 

4 ロシア連邦租税法典第 2 部への変更の導入に関する 2022 年 3 月 9 日付ロシ

ア連邦法律 No.50-FZ 

公布の日から施行 

5 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 地域的な包括的経済連携協定における各貿易防衛措置の実施を指導する通知 

商工省の 2022 年 3 月 23 日付第 07/2022/TT-BCT 号通知／22.05.08 施行 

 

第 5 韓国 

1 低出産・高齢社会基本法施行規則 

22.04.01 公布 保健福祉部令第 877 号／同日施行 

2 環境汚染施設の統合管理に関する法律施行規則一部改正令 

22.04.01 公布 環境部令第 978 号／同日施行 

3 監査院監査事務処理規則 

22.04.04 公布 監査院規則第 347 号／同日施行 

4 監査院運営規則全部改正令 

22.04.04 公布 監査院規則第 348 号／同日施行 

5 刑事司法手続電子化促進法施行令一部改正令 

22.04.05 公布 大統領令第 32562 号／同日施行 

6 選挙管理委員会機能連続性計画の樹立及び施行に関する規則 

22.04.05 公布 中央選挙管理委員会規則第 548 号／同日施行 

7 林業及び山村振興促進に関する法律施行規則一部改正令 

22.04.07 公布 農林畜産食品部令第 526 号／同日施行 

 

第 6 台湾 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Trade Marks Act 1998 - Trade Marks (Amendment) Rules 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 31 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S263/2022 

2 Registered Designs Act 2000 - Registered Designs (Amendment) Rules 

2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 31 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S262/2022 

 

第 8 タイ 

1 異なるオンライン部門事務局の電子土地事務局としての電子土地事務局を定

めることについての土地局の告示 

22.02.15 制定／22.02.17 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 SUPREME COURT 

  MEMORANDUM ORDER NO. 39-2022 

  RE: FLEXIBLE WORKING ARRANGEMENT IN THE SUPREME 

COURT STARTING MARCH 28, 2022 

22.03.24 付 

2 DEPARTMENT OF TOURISM  

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 2022-0002 

  SUPPLEMENTAL GUIDELINES ON SECURING THE DEPARTMENT 

OF TOURISM (DOT) CERTIFICATION FOR LIQUOR BAN EXEMPTION 

DURING THE ELECTION PERIOD   

22.03.27 付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布され

た日から直ちに施行 

3 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR NO. 1141, S. 2022 

  AMENDMENTS TO THE REGULATIONS ON THE INTERNAL AUDIT 

FUNCTION OF A TRUST CORPORATION 

22.03.29 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

4 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR NO. 1142, S. 2022 
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  AMENDMENTS TO THE GUIDELINES ON THE COMPUTATION OF 

MINIMUM REQUIRED CAPITAL AND RISK-BASED CAPITAL 

ADEQUACY RATIO 

22.03.29 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

5 SUPREME COURT 

  MEMORANDUM ORDER NO. 41-2022 

  RE: REVISED FLEXIBLE WORKING ARRANGEMENT IN THE 

SUPREME COURT STARTING APRIL 4, 2022 

22.03.30 付 

6 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 165-D 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

22.03.31 付 

7 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 165-E 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

22.03.31 付 

8 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT  

  DEPARTMENT ORDER NO. 40-J, S. 2022 

  AMENDING RULE VII OF THE IMPLEMENTING RULES OF BOOK V 

OF THE LABOR CODE OF THE PHILIPPINES AS AMENDED BY 

DEPARTMENT ORDER NO. 40, SERIES OF 2003 

22.04.01 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

9 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT  

  LABOR ADVISORY NO. 8, S. 2022 

  PAYMENT OF WAGES ON APRIL 9, 14, & 15 AND SPECIAL 

(NON-WORKING) DAY ON APRIL 16, 2022 

22.04.01 付 

10 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT  

  LABOR ADVISORY NO. 9, S. 2022 

  ANNUAL ESTABLISHMENT REPORT ON WAGES 

22.04.04 付 

11 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM ORDER NO. 22-2022 

  AMENDING CERTAIN PROVISIONS OF RMO NO. 9-2022 (USE OF 

VIDEO CONFERENCE HEARING AS ALTERNATIVE MODE TO 

FACE-TO-FACE FORMAL INVESTIGATION/HEARING FOR 

ADMINISTRATIVE CASES, AMENDMENT TO RMO 19-2011) 

22.04.04 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 
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第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 輸出支援国家補償金の限度額の決定に係る規則の承認に関する 2019年 7月 9

日付カザフスタン共和国政府決定への変更の導入に関するカザフスタン共和

国政府決定 

2022 年 3 月 31 日付 No.184／公布の日から施行 

2 2021年 1月 1日時点の環境汚染物質の総排出量による第一カテゴリーの比較

的大規模施設 50 棟のリストの承認に関するカザフスタン共和国政府決定 

2022 年 4 月 1 日付 No.187／2025 年 1 月 1 日から施行 

3 液化天然ガス生産者リストの承認に関する 2018 年 3 月 19 日付カザフスタン

共和国エネルギー相命令への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和

国エネルギー相の命令 

2022 年 4 月 1 日付 No.123 同月 4 日法務省登録 No.27372／公布の日か

ら 10 暦日の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 家電製品の義務的デジタル・ラベリング制度の導入に関するウズベキスタン

共和国内閣決定 

2022 年 4 月 2 日付 No.148／同日施行 

2 医薬品及び医療用品の義務的デジタル・ラベリング制度の導入に関するウズ

ベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 4 月 2 日付 No.149／同日施行 

3 集積回路設計の登録規則の承認に関するウズベキスタン共和国法務相の命令 

2022 年 3 月 31 日付 No.7-mx 同日法務省登録 No.3358／同年 6 月 1 日

から施行 

4 発明、実用新案、意匠、品質改良の成果、商標、サービスマーク及びこれら

の使用に関するライセンス契約、並びに集積回路設計に対する権利の譲渡に関

する契約、電子計算機プログラム又はデータベースに対する所有権の全部又は

一部の譲渡に関する契約の登録規則の承認に関するウズベキスタン共和国法務

相の命令 

2022 年 3 月 31 日付 No.8-mx 同日法務省登録 No.3359／同年 6 月 1 日

から施行 

5 対外貿易活動の参加者の支援に係る追加措置に関するウズベキスタン共和国

大統領令 

2022 年 4 月 6 日付 No.UP-97／同日施行 
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6 ウズベキスタン共和国の関税領域に輸入される商品の税関申告価額の決定方

法に係る規則の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 4 月 6 日付 No.160／同年 5 月 1 日から施行 

 

第 15 トルコ 

1 消費者保護法及び所有権に関する法律における変更の実施に関する法律 

2022年3月24日付No.7392 同年4月1日官報No.31796／一部を除き、

公布の日から 6 か月経過後に施行 

2 電気自動車充電スタンドサービスに関するエネルギー市場調整機構の規則 

2022 年 4 月 2 日官報 No.31797／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 55/2022 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

22.03.25 制定 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国病原体資源の収集・管理及び活用促進に関する法律（目次） 

   2 中国「民法典」総則編の適用に係る若干の問題に関する最高人民法院の解釈

（目次） 

   3 地方における大企業と零細・中小企業との間の投資分野におけるパートナー

シップ実施手続に関する 2022年 2月 10日付インドネシア共和国投資調整庁長

官／投資大臣規則 No. 1（目次） 

   4 投資法の若干の条項の細則を定め、施行を指導するベトナム政府の議定（目

次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 
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 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 
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ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


